
　企業は多くの種類の税金を納める必要があります。このため、実務担当者は会社の利益に対して納め

る税金である法人税・法人住民税・法人事業税、会社が商品の販売や経費を支払うときに生じる消費税、

会社が支払う給与・報酬などから差し引く税金である源泉所得税・個人住民税などの知識が必要になり

ます。

　本セミナーでは、会社が納める様々な税金について、「いつ」「どこに」「どのような」税金を納め

るのか、またその税金はどのように計算されるのか等、幅広く解説を行います。実務において重要な項

目については、ケーススタディを交えて解説を行います。基礎から学習しますので、税務の実務経験が

ない方、税務の学習経験がない方にも受講していただけます。

石井 幸子税理士

　日本大学法学部卒業、平成12 年勝島敏明

税理士事務所(現デロイトトーマツ税理士法

人)入所後、平成15年税理士登録、現在、企

業活動に付随して発生するさまざまな税務

問題についてアドバイスを行っている。

　主な著書に、「接待飲食費を中心とした

交際費等の実務」（税務研究会）

「会社分割実務必携」(法令出版、共著)

「連結納税の鉄則30」「消費税の鉄則30」

(中央経済杜、共著)等がある。

平成 29 年 10 月 25 日（水）

　　　 10:00 ～ 16:30
無料クーポン対象講座

い し い  　 さ ち こ

税務研究会 セミナーのご案内

☆ 「いつ」「どこに」「どのような」税金を納めるのかがわかる！

☆ 税務の実務経験や学習経験がない方でも大丈夫！初心者向け講座！

☆ 税金の年間スケジュールと、計算のしくみが１日で理解できる！

☆ 法人税、消費税、源泉所得税、印紙税、法人住民税、事業税など

講          師 アパホテル〈TKP札幌駅前〉
〔札幌市中央区北２条西２丁目１９　ＴＫＰ札幌ビル〕

　１名様につき（テキスト・昼食・消費税含む）

25,000円

29,000円

39,000円
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一　般

会     場

教室は１階エレベーター横の掲示板にてご確認ください。

●申込書に必要事項をご記入のうえＦＡＸにてお申し込みください。

折り返し、受講票(会場地図)・請求書・振込用紙をお送りします。　

●受講料は、開催日前日までのご送金をお願いします。　

●キャンセルの場合は、開催日前日の正午までに必ずご連絡ください。

以降のキャンセル・欠席は受講料を申し受けます。

9 月 25 日申込分まで

  2,000 円割引！

早 期 申 込 割 引

各税金の特徴を、基礎のキソから理解したい方に最適！

会社に必要な税金の基礎知識
～ ケーススタディで理解を深める ! ! ～

氏

060-0001 札幌市中央区北１条西２丁目
（北海道経済センター内）

株式会社　税務研究会・北海道支局 TEL 011(221)8348

　https://www.zeiken.co.jp/seminar/
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会社に必要な税金の基礎知識

受 講 料

10 月 24 日 ( 火 )13:00 ～ 16:00 開催の同講師による 【３時間でわかる「給与計算の税務」入門の
入門】にもぜひ併せてご参加ください。



申込書

【10月25日（水）】

※ 当日は、筆記用具・電卓等をご持参ください。

主  な  研  修  内  容

119889

「会社に必要な税金の基礎知識」

Ⅲ 消費税
　～商品の販売や経費を支払うときに係る税金～

１．消費税のしくみ

２．消費税がかかるもの・かからないもの

３．納める消費税の計算方法（一般課税・簡易課税）

４．申告と納付

Ⅳ 源泉所得税・個人住民税
　～給与や報酬などから差し引く税金～

１．源泉所得税と復興特別所得税

　(1) 源泉徴収とは

　(2) 源泉徴収の対象となるものと税率

２．個人住民税

Ⅴ その他の税金
１．印紙税

２．事業所税

３．固定資産税（償却資産）

個人情報保護方針について:ご記入頂きました個人（法人）情報につきましては、当社商品の案内やセミナー開催に関する情報を提供する以外の目的では利用いたしません。又、登録情報は厳重に
管理し、第三者に開示することは一切ございません。

https://www.zeiken.co.jp/seminar/
㈱税務研究会 北海道支局 行 ＦＡＸ 011-222-2735TEL（011）221-8348

平成 年　　月　　日＿ 名分 ＿ 円受講料 

お客様コード

所 　 在 　 地

フ リ ガ ナ

会 　 社 　 名
（ 事 務 所 名 ）

部 課 役 職 名

E-mail アドレス

E-mail アドレス

部 課 役 職 名

フ リ ガ ナ

参 加 者 名

フ リ ガ ナ

参 加 者 名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

←お客様コードは購読誌送付袋に記載されている「上８桁」の番号をご記入ください。

税理士 支部･登録番号

＠

＠

税理士 支部･登録番号

振込先金融機関
銀 行                             　　　　　　  ・   郵 振 

（いずれかに○をしてください）
※手数料はお客様負担になります。 ※会場でのお支払いはご遠慮ください。

※9 月 25 日申込分まで、早期割引適用

Ⅰ 会社をとりまく税金
　～会社と関わりの深い税金を確認する～

１．会社が納める税金の種類

２．会社が納める税金は誰が計算するのか

Ⅱ 法人税・法人住民税・法人事業税
　～会社の利益 ( もうけ ) に対して納める税金～

１．法人税（法人地方税）

　(1) 法人税がかかる「会社の利益 ( もうけ )」とは

　(2) 法人税の計算で調整が必要になるもの

　　①. 接待交際費を使ったとき

　　②. 役員に報酬を支払ったとき

　　③. 配当金を受け取ったとき

　　④. 建物などの固定資産を取得したとき
　　　　( 減価償却 )

　　⑤. 会社が赤字になったとき ( 欠損金 )

　(3) 法人税の税率と計算方法

　(4) 申告と納付

２．法人住民税

３．法人事業税

HP


